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要旨：被災した袖壁付き建築物の残存耐震性能評価手法の開発を目指し，荷重変形関係で決まる損傷度に対

応する損傷量，及び耐震性能低減係数ηの関係性について検討した。その結果，最大残留ひび割れ幅やひび

割れ幅の大きいひび割れ率に損傷度との相関性があること，曲げ柱程度の残存耐震性能を有していることを

示した。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（以下，RC）造建築物には，柱・梁

の骨組に袖壁，腰壁，垂れ壁といった RC 壁が付帯する

ことが多い。中でも袖壁は，取り付く柱の耐力・剛性を

上昇させる効果があることが明らかになっているが，架

構内における損傷の進展や，袖壁の端部圧壊による剛性

及び耐力低下が架構に与える影響など不明瞭な部分も多

く残されている。筆者らは，国土交通省・総合技術開発

プロジェクト「災害拠点建物の機能継続技術の開発」で

実施された，実大 5 層 RC 造袖壁付き建築物の静的載荷

実験 1)に建築研究所などと共同研究として参画し，地震

後の継続使用性確保に資する残存耐震性能評価手法の構

築に関する検討を行っている。本論文では，その前段階

として，実大 5 層試験体の実験結果から，片側及び両側

袖壁付き柱の各部材荷重変形関係を推定し，応答変形（損

傷度Ⅰ～Ⅳ）に対する損傷内容の関係，及び耐震性能低

減係数ηの関係を明らかにし，袖壁付き柱の残存耐震性

能について検討する。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 試験体の架構概要図を図－1 に示す。本試験体は，桁

行方向の柱に袖壁，梁に垂れ壁，腰壁，方立壁を有する

実大 5 層 RC 造骨組架構である。この架構は，構造スリ

ットにより袖壁を柱・梁と切り離し非構造部材とする近

年の設計ではなく，袖壁を柱と一体にして積極的に強

度・剛性を発揮させる構造部材として設計した架構であ

る。断面詳細の一例として，1 階両側袖壁付き柱の配筋

図を図－2 に示す。柱断面は 700×700mm，柱主筋は 16

－D25，帯筋は 4－D13@100 である。袖壁の張出し長さ

は 700mm とし，壁厚は 200mm である。端部での集中破

壊を軽減するために，端部縦筋に太径の D16 を配し，横
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図－1 試験体架構概要図²⁾ 
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      図－2 1階袖壁付き柱配筋図²⁾ 
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図－3 荷重変形関係³⁾ 
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補強筋 D13 により拘束されている。腰壁，垂れ壁，方立

壁はスリットにより構造部材から切り離されている。 

2.2 加力計画 

 屋上階及び 4 階床位置に取り付けられたアクチュエー

タにより逆三角形分布の地震力と同じ 1 層の層せん断

力・転倒モーメントを生じさせるような外力比率(1:2)を

与えた。水平方向の載荷は，正負交番静的繰返しで，振

幅は 1/1600，1/800，1/400，1/200，1/100，1/67，1/50

である。 

 

3. 架構の破壊性状 

3.1 荷重-変形関係と破壊経過 

 1 階の層せん断力 Q1－代表変形角 Rr (R 階の変形/R

階高さ)を図－3に示す。正負 Rr=1/200rad で 2，3 階の梁

主筋が降伏し，正負 Rr=1/100rad で全層の梁及び 1 階柱

脚部の鉄筋が降伏し，梁降伏先行型全体崩壊形の挙動を

示した。正負 Rr =1/67rad で方立壁の水平変位が設計時に

想定した構造スリット幅を上回り腰壁に接触したことで，

架構の耐力上昇が見られた。その後，正側の Rr=1/50rad

で最大耐力に達した。全サイクル終了後，1 階の全ての

袖壁が圧壊し，特に中柱の両袖壁は損傷が著しく鉄筋の

露出が観察されたが，構造部材である柱の大きな損傷や

袖壁と柱が分離するような破壊は見られなかった。 

3.2 袖壁付き柱の損傷性状と損傷度判定 

 ひび割れ幅やひび割れ長さなどの損傷量の詳細計測を

行った 1 階片側構面における損傷状況を図－4に，被災

度区分判定基準 4)に基づく損傷度判定結果 5)，6)を表－1

に示す。ここで，損傷度の判定は被災度区分判定基準に

準拠したが，柱と袖壁を一つの部材とみなすのではなく，

柱と袖壁部に分けて損傷度を判定した。Rr=1/50rad にお

いて，柱と袖壁を一体として損傷度を判定すると，両部

分で大きい方の損傷度を採用することになり，部材全体

として損傷をⅤと判定すると，袖壁付き柱の残存耐震性

能がないことを意味するが，柱が健全に軸力を保持して

いること，図－3の荷重変形関係で，大きな耐力低下が

見られないことから実態に則さない判定であり，損傷度

判定には課題が残ると考えられる。よって，次章以降に

おいて，実大 5 層実験における各荷重及び変形などの測

定データを基とした袖壁付き柱の残存耐震性能評価を実

施する。 

  

4. 袖壁付き柱の荷重変形関係の推定 

 以下では，1階の袖壁付き柱 3本について検討を行う。

これらの袖壁付き柱の残存耐震性能を評価するためには，

各部材の荷重変形関係が必要である。本実験では，層せ

ん断力は計測しているが，個々の部材応力は計測してい

ないため，図－5に示すフローに従い，各袖壁付き柱の 

両側袖壁付き柱(C2)

青線：正載荷によるひび割れ 赤線：負載荷によるひび割れ
片側袖壁付き柱(C1)

ハッチング：コンクリートの剥落 ：C1計測エリア
 

図－4 ひび割れ図 （Rr=1/50rad） 
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図－5 荷重履歴推定フロー 
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図－6 モーメント分布の推定概要図 
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図－7 コンクリート及び鉄筋の応力度-ひずみモデル 
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せん断力分担割合を推定し，層せん断力を各袖壁付き柱 

に分配した。また，変位計で計測した曲げ・せん断変形

成分から部材変形角を求めた。以下にその手順を示す。 

1)ひずみ分布の仮定 

 柱，及び袖壁に取り付けられた曲率算定用変位計の変

位データをひずみに換算し，断面のひずみ分布を仮定す

る。 

2)鉄筋及びコンクリートの応力の推定 

 得られたひずみ度から，後述する材料の応力度－ひず

み度関係モデルを用いて，各部の応力度を求める。 

3)モーメント分布の算定 

 図－6 のように各曲率計測区間中央断面ごとに曲げ解

析を行い，モーメント分布図を描く。 

4)負担せん断力の算定  

 1)，2)，3)をピーク時及び，ピーク点と荷重０点の中間

点(以降，除荷中間点)で行い，モーメント分布の傾きか

ら各部材の負担せん断力，及び負担割合を算定し，図－3

の 1 層層せん断力 Q1 を各部材に分配する。その際，算

定した負担せん断力割合を各サイクル開始時，及び除荷

開始時に切り替える。 

5)部材角の算定 

 柱に取り付けられた曲げ変位計，せん断変位計から得

られる変形成分の和を計測区間で除した値とする。 

6)荷重変形関係 

 4)，5)を合わせ袖壁付き柱の荷重変形関係とする。 

4.1 コンクリート及び鉄筋の履歴特性 

 コンクリート及び鉄筋の応力－ひずみ履歴モデルを図

－7 に示す。ここでは，コンクリートの圧壊など非線形

挙動があまり卓越しない最大耐力以前の挙動の推定が中

心であるので，履歴モデルは単純なモデルを用いること

とした。コンクリートの圧縮側は bi-linear モデルとし，

最大荷重 σB 到達後の除荷剛性は除荷開始点 E と荷重 0

における残留ひずみ点 P を線形で結び算定した。残留ひ

ずみ点 P は，仮定したひずみ分布のコンクリート圧縮縁

のひずみとした。引張側の応力負担は未考慮とした。鉄

筋に関しては，degrading bi-linear モデルを用い，除荷剛

性低下を考慮する。なお，使用する鉄筋の降伏強度，コ

ンクリートの圧縮強度等は材料試験結果 2)に基づき表－

2のように設定する。 

4.2 推定結果と精度の検証 

 1 階の袖壁付き柱に対し，正載荷時の変動軸力により

圧縮力を受ける片側袖壁付き柱を C1，変動軸力の影響を

受けにくい両側袖壁付き柱を C2，引張力を受ける片側袖

壁付き柱を C3 とする（図－4参照）。図－8に正載荷時

における材端曲げモーメントの推定値（プロット点）と

耐力曲線 7)を示す。推定値と耐力曲線を比較すると，C2

において推定値が耐力曲線の曲げ終局モーメントを超え

表－2 使用材料特性 
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る値が見られるものの全体的に概ね妥当な推定結果と言

える。さらに，推定精度を確認するために，ピーク点と

除荷中間点において，各袖壁付き柱のせん断力の合計値

が 1 層層せん断力（図－3）と一致するか検証し，その結

果を図－9 に示す（図中の①，②はサイクル数を表す）。

両者多少のばらつきが見られるが，概ね推定結果が実験

値を精度良く捉えている。 

4.3 負担せん断力割合  

 ピーク点，及び除荷中間点における各袖壁付き柱の負 

担せん断力割合の推移を図－10 に示す。C2 は全サイク

ルにわたり概ね層せん断力の 50%のせん断力を負担しな

がら推移している。変動軸力の影響を大きく受ける C1， 

C3 に関しては正負逆対称に推移しており，載荷サイクル

が大きくなり袖壁の損傷が進展すると両者の値は近くな

る傾向が見られた。 

4.4 推定荷重変形関係 

 1 層層せん断力 Q1 を各部材に分配して得られた荷重

変形関係を図－11に示す。この結果を基に次章で袖壁付

き柱の残存耐震性能について検討する。 

 

5. 袖壁付き柱の残存耐震性能評価  

 損傷を受けた部材に対し，適切な損傷度判定を行い，

相応しい耐震性能低減係数ηにより残存耐震性能を評価

しなければならない。本章では，損傷度・損傷量・耐震

性能残存率ηの関係をまとめ，袖壁付き柱が有する残存

耐震性能について検討する。 

5.1 損傷度と損傷量の関係 

 被災度区分判定基準 4)に基づき，図－12に示す荷重変

形関係を参考にし，推定した荷重変形関係(図－11)から

袖壁付き柱の損傷度を決定した(3.2節とは異なり，柱と

袖壁に同じ損傷度を用いる)。損傷度ⅠとⅡの境界は柱主

筋降伏時の部材角，損傷度ⅢとⅣの境界は残存水平耐力 

-957-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が減少し始める時の部材角，損傷度ⅡとⅢの境界はそれ

らの中間の部材角とした。以下に示す損傷量は，C1 が負

載荷時に引張軸力を受けた後の除荷時に計測したもので

あり，応答変形（損傷度Ⅰ～Ⅳ）に対する損傷量の関係

を図－13から図－16に，損傷度を区分する部材角を表－

3に示す。なお，C3 は対称なので同様な傾向が見られる

と考えられる。C2 は未検討である。図－13 に示す損傷

度－最大残留ひび割れ幅関係では，部材が降伏した損傷

度Ⅱ以降に最大残留ひび割れ幅が袖壁・柱ともに増加し

ている。従って，損傷度推移と最大残留ひび割れ幅の推

移には相関関係があると言える。次に，損傷度とひび割

れ率の関係を図－14，図－15に示す。縦軸のひび割れ率

は，発生したひび割れを凡例に示すひび割れ幅ごとに区

分し，それぞれの合計ひび割れ長さを計測面積（図－4

参照）の平方根で除したものである。図－14 の 0.2mm

未満のひび割れにおいては，損傷度が大きくなるにつれ

（損傷度Ⅱ以降で），ひび割れ率の上昇が収束する傾向が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あるため損傷度との相関性はないと言える。図－15 は，

図－14で示されるひび割れの内，0.2mm 以上のひび割れ

率を表す。いずれのひび割れ率も損傷度Ⅱ以降に上昇し

ており，損傷度との相関性を示した。このように部材が

塑性化した後に生じる比較的大きなひび割れは損傷度と

相関性を示す可能性があると考えられる。 

 最後に，損傷度－剥落率関係を図－16に示す。剥落率

は，コンクリートの剥落面積を計測面積で除したもので

ある。変動軸力により大きな圧縮力を受ける柱は，損傷

度と共に剥落率が推移しているが，袖壁は損傷度Ⅲ以降，

端部圧壊により剥落率が急激に増加し，柱とは異なる損

傷度との関係が見られた。以上より，片側袖壁付き柱の

損傷度推移において，現行基準と同じ指標である最大残

留ひび割れ幅や，特定の幅のひび割れ率との間に相関性

があることを確認した。また，同じ損傷度においても柱

と袖壁では損傷の程度が異なるため，同じ指標により袖

壁，及び柱の損傷度を決めるのではなく，それぞれの損

図－8 曲げモーメント算定結果 

図－11 推定荷重変形関係 
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傷の程度を複合的に考慮して損傷度を決定する必要があ

る。 

5.2 残存耐震性能 

 現行の被災度区分判定基準では，被災建物に残存する

耐震性能を，図－17のように部材の荷重－変形における

全エネルギー吸収能力Emaxに対する被災後の残留エネル

ギー吸収能力Erの割合である耐震性能低減係数 ηに基づ

いて求めている 8)。本稿では，4 章で推定した荷重変形

関係から耐震性能低減係数 η を算出する。なお，本実験

では，軸力を保持できない程の損傷は見られなかったた

め，部材の終局変形を最終サイクル 1/37rad 時の経験最

大部材角（損傷度ⅣとⅤの境界）とした。 

5.3 耐震性能低減係数ηと損傷度の関係 

 算定した耐震性能低減係数ηと損傷度の対応関係及び

現行基準との比較を図－18に示す。表－4は現行基準で

定められている耐震性能低減係数ηであり，袖壁付き柱

は「柱型付壁」の値により残存耐震性能を評価すること

になっている。本章では，正載荷のみ対象として検討す

る。損傷度Ⅰに関しては，C1 でわずかに危険側の評価と

なる部分が見られるが，C2，C3 では，基準値である 0.95

と同程度である。損傷度Ⅱ，及びⅢでは，いずれの部材

も表－4 の「柱型付壁」よりも大きく，また「曲げ柱」

と同程度の値を推移している。損傷度Ⅳにおいては，い

ずれの部材も「曲げ柱」よりも大きな値を示し，高い残

存耐震性能が確認された。以上，いずれの袖壁付き柱も

現行基準である「柱型付壁」よりも高い残存耐震性能を

有しており，現行基準では過小評価であることがわかる。

従って，本試験体のように袖壁を構造要素として活用し

た袖壁付き柱に関しては，「柱型付壁」ではなく「曲げ柱」

の耐震性能低減係数ηにより残存する耐震性能を評価す

ることが望ましい。 
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図－12 荷重変形関係と損傷度の関係の概念図 

表－3 C1における損傷度区分と部材角 
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図－13 損傷度-最大残留ひび割れ幅関係 
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図－14 損傷度-ひび割れ率関係その 1 
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図－15 損傷度-ひび割れ率関係その 2 
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図－16 損傷度-剥落率関係 
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図－17 耐震性能低減係数ηの概念図 
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6. まとめ  

 実大 5 層袖壁付き建築物の静的載荷実験結果を用い，

応答変形（損傷度Ⅰ～Ⅳ）に対する損傷内容の関係，及

び耐震性能低減係数ηの関係を明らかにし，袖壁付き柱

の残存耐震性能について検討し，以下の知見を得た。 

(1) 袖壁付き柱の損傷度推移は最大残留ひび割れ幅や

特定の幅によるひび割れ率との間に相関関係があること

を示した。しかし，柱と袖壁では損傷の程度・進展が異

なるため，それぞれの損傷量を複合的に考慮して損傷度

を決定する指標が必要である。 

(2) 各損傷度に対応する耐震性能低減係数ηの関係を

定量化し，現行基準の「柱型付壁」よりも高く，「曲げ柱」

と同程度の残存耐震性能を示した。 
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図－18 損傷度－耐震性能低減係数η関係 
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